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3NTTグループに関する公正競争要件検討にあたり
NTTグループ殿の公社時代以前の独占性に基づく優位性を排除するため、

様々な公正競争要件を付して再編・規制をされてきたところ

出典：NTTグループに係る公正競争確保のための措置について(総務省：2005年12月21日）P.2-3

NTT殿、NTT東西殿との共同調達禁止は再編時の公正競争要件の一つであり、
容認是非は共同調達単体での効果のみならず、これら再編・規制の趣旨を損なわないかという観点での検討が必須



4NTTグループ共同調達に関する懸念①
共同調達は調達コストの低減のみにとどまらず、各社戦略共有や機器の共同開発等を通じて

グループ一体化(競争事業者の実質排除)につながり得るものであり、
公正競争環境に与える影響・懸念は非常に大きい

【共同調達を行う場合のフロー】

調達ニーズの持ち寄り・共同調達対象の検討

個社にて調達対象の検討

共同調達対象の決定・合意

新規仕様・要件検討

共同調達対象の
共同開発合意

【市場に適切な対象がない場合)

共同調達の実施

営業・経営戦略等の共有がなされるおそれ

NTT殿独自仕様の推進を加速・グローバル仕様との乖離のおそれ

機器提供ベンダーの固定化(国産ベンダー、電電ファミリー等)
接続事業者の調達コストの増加(仕様を合わせるための個別開発)



5NTTグループ共同調達に関する懸念②

出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証に関する特別委員会主査ヒアリング(第1回) 当社資料(2018年10月12日）P.16

過去例においても、NTT殿の独自仕様化等により、
NTT殿と競争事業者間での非対称性が生じてきた経緯があり、

共同調達が活発化することで再度このような弊害が発生する懸念もある

5G・IoT時代に向け
ルール変更については
より慎重な議論が必要
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7包括的検証の結論
包括的検証の答申では、NTT殿に関連して2つの例外的な取り扱いを認める

出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 最終答申 概要(情報通信審議会：2019年12月17日）P.4

電話サービス提供における
他者設備利用

NTTグループの共同調達

出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 最終答申 概要(情報通信審議会：2019年12月17日）P.5



8包括的検証の結論(電話サービス提供における他者設備利用①)
NTT東西殿の電話サービスに関して、赤字という事実に加え、将来の見通しも踏まえて検討

主目的は、将来にわたる低廉で安定的なサービス提供

出典：ユニバーサルサービス収支表(基礎的電気通信役務収支表)(東日本電信電話株式会社：2018年度)

出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 最終答申 (情報通信審議会：2019年12月17日）P.8

NTT東西殿の電話サービスは収支が赤字

2030年代に向けた社会構造の変化等を見据え
(人口・居住地域減少の見通し)

例外的な許容の目的は
将来にわたる低廉で安定的なサービス提供
(NTT東西殿のユニバーサルサービス義務の履行)



9包括的検証の結論(電話サービス提供における他者設備利用②)
NTT東西殿の申請に基づく認可制を導入し、要件を規定

NTT東西殿の申請に基づく認可制
他者設備利用を認める要件として以下を規定

① 目的(ユニバーサルサービスの確保)に照らし、
真に必要・合理的と認められる場合に限定

② 他者設備が利用できなくなった場合も
サービス提供を維持

③ 緊急通報受理機関への接続や、音声品質を確保

④ 公正競争環境に影響を及ぼすことがないこと

出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 最終答申 (情報通信審議会：2019年12月17日）P.12-15
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出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 最終答申 (情報通信審議会：2019年12月17日）P.52

包括的検証の結論(NTTグループの共同調達①)
NTTグループ殿の共同調達については、市場環境変化等を踏まえて許容
主目的は、NTTグループ殿のグローバル展開・先端的な研究開発の促進

グローバル通信ベンダからの調達へシフト
NTT・NTT東西殿の調達額の割合が低下

(NTT殿によれば)

市場に与える影響は小さくなってきている

例外的な許容の目的は
(NTTグループ殿の)グローバル展開や先端的な研究開発

に対する投資の促進

我が国発のイノベーション創出に向けた取り組み



11包括的検証の結論(NTTグループの共同調達②)
NTTグループ殿による自主的な取組を求める他、

総務省殿における検証・NTT殿への定期的な報告要請にて公正競争を確保

NTTグループ殿による自主的な取組
① 公正競争を阻害しない範囲での
共同調達実施方針の策定

② 共同調達の状況の公表 等

総務省殿における担保措置
① 公正競争への影響等の検証
② NTT殿に対して共同調達の運用状況等の
定期的報告要請

出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 最終答申 (情報通信審議会：2019年12月17日）P.52



12他者設備利用と共同調達の議論状況の比較
NTTグループ殿の競争力を高める共同調達については、十分な議論・措置が不足している認識

検討の
背景・根拠

将来の見通し

例外的取扱い
の主目的

要件

• 低廉で安定的な電話サービス(ユニバーサルサービス)の確保 • 日本発イノベーション創出、(NTTグループ殿の)競争力強化
 グローバル展開や先端的な研究開発への投資促進

• 赤字のユニバーサルサービス
• メタル回線耐用年数、再敷設の経済性

• (NTT殿によれば)調達額の割合低下、
市場に与える影響は小さくなってきている

• 人口・居住地域減少の見通し
• 2030年代に向けた社会構造変化

【特段の記載なし】

• 総務省殿の認可
 目的に照らし真に必要・合理的な場合に限定
 安定的なサービス提供の確保
 サービス品質の確保
 公正競争環境の確保

• NTTグループ殿の自主的な取組
• 総務省殿の担保措置

電話サービス提供における他者設備利用 NTTグループの共同調達
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14議論・考慮が必要なポイント①(答申の判断根拠)
共同調達許容の方向性に至った事実・客観的なデータが不足と考えるため、

判断のもととなった ①根拠・背景 ②期待される効果 を具体的にお示しいただきたい

出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 最終答申 (情報通信審議会：2019年12月17日）P.52

「市場に与える影響は小さくなってきている」の根拠
 調達先シフト(国内 → グローバル)の影響評価
 NTT・NTT東西殿の調達額の割合変化の評価 等

「利用者への利益の還元」の期待内容・水準
「NTTグループ殿の競争力強化」を是とした理由
「他の事業者も含めた共同調達」の具体的態様



15議論・考慮が必要なポイント②(将来的な環境変化の考慮)

【包括的検証では将来的な見通しに関する資料なし】

将来的な見通しも考慮して検討いただきたい
（市場状況やNTTグループ殿の戦略等による資材調達環境の変化、これに伴う公正競争への影響）

他者設備利用 共同調達

出典：ネットワークビジョンを見据えた基盤整備等の在り方について(基盤整備等の在り方検討WG事務局：2019年6月25日) P.4

出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 最終答申 (情報通信審議会：2019年12月17日）P.8

出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 最終答申 (情報通信審議会：2019年12月17日）P.52

2025年までにIP網に移行
2030年代に向けた社会構造の変化等を見据え

【将来の環境変化等を踏まえる旨の記載はなし】
※答申時点と異なり、法整備中の5G投資促進税制等による

国内ベンダー拡大の流れ等の変化も生じている



16事例①(IOWN構想による調達拡大)

出典：日本電信電話株式会社ウェブサイト(NTT技術ジャーナル)
https://www.ntt.co.jp/journal/2001/JN20200134_h.html

オールフォトニクスの新たなネットワーク構想実現に向けて、
資材調達を取り巻く環境が答申記載(市場に与える影響が小さくなっている)と大きく変わる可能性

出典：日本経済新聞 電子版(2019年6月14日)

エレクトロニクス中心で動いてきた世界にゲームチェンジ
チップから機器の製造、開発までエコシステムを変える

調達環境が大きく変わる可能性



17事例②(NTTドコモ殿・ローカル5G割当周波数)

4.5GHz帯については、
NTTドコモ殿・NTT東西殿(ローカル5G)間で

共同の機器が使用できる可能性

共同調達が認められるのであれば、
NTTグループ殿の優位性をより高めるおそれ

4.8-4.9GHzがローカル5Gに割り当てられた場合、
NTTドコモ殿とNTT東西殿(ローカル5G)での共同調達が考えられ、競争優位性をより高める

そもそも、ローカル5GへのNTT東西殿の参入自体に強い懸念

出典：電波政策の最近の動向~5GやIoTがもたらす地方創生~(総務省：2020年1月31日) P.40



18参考(ローカル5Gに関するNTT東西殿とNTTドコモ殿の関係)
NTT東西殿とNTTドコモ殿の関係は「競合」ではなく「連携」

出典：日本経済新聞 電子版(2019年5月10日)

「ローカル5Gは地域限定ネットワークとなるので
ドコモとは競合しない、むしろ連携できる」



19参考(ローカル5Gに関する懸念)

出典：次世代競争ルール検討WG(第3回)・グローバル課題検討WG(第4回)合同会合 当社資料(2019年9月11日）P.11,13

ローカル5Gに関する下記のような懸念が、共同調達が認められればより強まる



20事例③(NTTグループ殿の保有資産活用等の動き)

出典：NTTアーバンソリューションズグループ 中期ビジョン Road to 2030 (2019年5月10日)

自治体等とのパイプをNTT東西殿が担いつつ
NTTグループ各社のソリューションを活用

電電公社時代から有する
全国の局舎等のリソースを最大限活用

グループ各社が持つそれぞれの地域での
自治体や地域企業等とのつながりを発展・深化

NTTグループ各社の保有資産活用・連携強化の動きを
共同調達はより加速させ、競争優位性を高める



21議論・考慮が必要なポイント③(総務省殿の認可)
仮に、最低限の範囲で共同調達を認めることが検討される場合においても、
公正競争を阻害しないことを担保すべく、認可制を導入していただきたい

他者設備利用 共同調達

出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 最終答申 (情報通信審議会：2019年12月17日）P.8 出典：電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証 最終答申 (情報通信審議会：2019年12月17日）P.52

所要の要件を満たすことを確認すべく
NTT東西殿の申請に基づく認可制

NTTグループにおいて自主的な取組
総務省において(事後的な)担保措置

担保措置としては不十分であり、認可制の導入が必要
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23まとめ

共同調達許容の判断に至った事実・客観的なデータが不足と考えるため、
判断のもととなった ①根拠・背景 ②期待される効果 を具体的にお示しいただきたい

IOWN構想・ローカル5Gの動き等は、
資材調達を取り巻く環境を変える可能性があり、将来的な見通しも考慮して検討いただきたい

仮に最低限の範囲に限定して「共同調達」を認める場合にしても、
公正競争を阻害しないこと担保すべく、認可制導入は必須としていただきたい

共同調達は調達コストの低減のみにとどまらず、各社戦略共有や機器の共同開発等を通じた
グループ一体化につながり得るものであり、公正競争環境に与える影響・懸念は非常に大きい

共同調達容認是非は、共同調達単体での効果のみならず、
NTT殿の再編・規制の趣旨を損なわないかという観点での検討が必須
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